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して成り立つ産業政策を垣間見る思いである．
さて，翻って社会福祉研究の課題を考えるとき，
社会福祉政策やソーシャルワークは大震災で傷つ
いた日本社会をどのように回復させようとしてい
るのだろうか．あるいは社会福祉政策の取組や
ソーシャルワークの実践は，どのような社会再生
を目指して日常的に展開しているのだろうかとい
う疑問が湧いてくる．階層格差と地域間格差の横
行する社会に生活困窮している市民や差別と排除
に苦しむ住民を戻すことが社会福祉政策や社会福
祉実践なのか問われているように思う．「福祉か
ら就労に」という自立支援，中間就労も非正規雇
用とワーキングプアが横行する格差社会に生活困
窮者を引き戻す支援が「福祉的就労」なのか，虐
待され社会的に排除され差別されてきた要援助者
を歪んだ不公正な社会に埋め直すことがソーシャ
ルワークなのか立ち止まって考え直す必要があ
る．
東日本の大震災から復興・回復する先の地域社
会は，従来のままの現状復帰の格差社会なのか，
それとも次の時代を切り開いていく再生社会なの
か．この問いは，社会福祉研究が目指している政
策や実践の目標としている社会再生とは何なのか
という問いかけを二重写しに見せてくれる．少な
くとも社会福祉政策やソーシャルワークが成り立
つ基盤としての社会とは何なのか，その認識だけ
でも洗い直してみる必要があるのではないだろう
か．過疎過密の現状が変わらないまま限界集落に
まで行き着いてしまうのはなぜなのか，幸福な家
庭である家族集団がなぜ虐待と暴力の不幸な空間
に変わってしまったのはなぜなのか，生活保護世
帯の急増と非正規雇用の増大はなぜ起きるか，私
たちの社会認識が歪んできているのではないだろ
うか．私たちが考えている以上に社会の変動は広
く深く進んでいて，私たちの認識がそのスピード
について行けていないのではないだろうか，社会
認識を改める必要がある．
福祉国家の揺らぎも経済のグローバル化に起因
しており，金融も情報も人材も国際化している時
代に求められている国家モデルが憲法 25 条の国
籍条項に縛られた社会保障・社会福祉制度のまま
でいいのか問われている．多文化共生を目指す国
家モデルを掲げるならば，現行制度とは異なった
社会保障・社会福祉システムを構想することにな
るだろう．地域社会に関わる自治会・町内会につ
いていえば，空洞化しつつある地域組織を再構築
するには世帯単位主義のジェンダー・バイアスの
かかったままの組織論でいいのかという課題提起
もある．ボランティア活動や NPO活動にみられ
る担い手の多くは女性で個人単位で活動している
現実を認識するなら，家族の形態と実態も世帯主
義を超えていると再認識する必要があるだろう．
しかし，そもそも社会福祉が捉える個人そのもの
にも歪みが生じているのではないかともいえる．
エンパワーメントがソーシャルワークの目標のひ
とつに挙げられることもあるが，限定された援助
の枠内に押し込められてはいないだろうか．社会
福祉法は利用者主体を法的に認知したけれども，
当事者主権の確立の議論にまでは届いていないよ
うにみえるし，パターナリズムのなかでの自立支
援に終わってはいないか，受益者を超える主権の
再検討も求められている．いずれにせよ，大震災
が問いかける社会再生の社会モデルとは何か，そ
れに向き合う社会福祉研究が必要になってきてい
るのである．
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